
入 札 説 明 書 

 

１ 入札に付する事項 

⑴ 業務名 

公会計「統一的な基準」対応支援業務 

⑵ 数量及び仕様等 

別紙仕様書のとおり 

⑶ 履行期限 

  令和９年３月３１日 

⑷ 履行場所 

別紙仕様書のとおり 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

入札に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たさなければならない。 

⑴ 製造の請負、物品の売買及び修理、役務の提供並びに物品の賃貸に係る調達契約の一

般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格及びその審査申請手続等につい

て（令和７年鳥取市告示第３９２号。以下「告示」という。）に基づく競争入札参加資格

を有するとともに、その資格区分が別表に定める「役務」の「その他」に登録されてい

る者であること。 

⑵ 公告の日から入札（開札）の日までの間のいずれの日においても、鳥取市入札参加資

格者指名停止措置要綱（平成２５年４月１日制定）第３条の規定による指名停止措置を

受けていない者であること。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。 

⑷ 公告の日から入札（開札）の日までの間のいずれの日においても、会社更生法（平成

１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた者又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた者でな

いこと。 

⑸ 鳥取県に本社、営業所等を有する者であること。ただし、営業所等の場合は、当該営

業所等の代表者等が受任者として鳥取市競争入札参加資格者名簿（物品・役務）に登録

されていること。 

⑹ 平成２７年度以降、国又は地方公共団体において本件業務と同種の業務を実施した実

績があること。 

 

３ 入札説明書、仕様書等に対する質問等 

⑴ 入札説明書、仕様書等に対する質問 

質問は、令和８年６月２３日の午後１時までに質問書（別紙１）をファクシミリで送

信して行うこと。回答は、同月２４日の午後１時までに鳥取市公式ウェブサイト

（https://www.city.tottori.lg.jp）に掲示する。 

⑵ 質問書の送信先 

鳥取市総務部検査契約課 ファクシミリ ０８５７－２０－３９４８ 

 

４ 入札参加資格確認申請書の提出期間、提出場所等 

入札に参加しようとする者は、次に従って入札参加資格確認申請書（別紙２）及び同種



業務の実績（別紙３）を持参により提出しなければならない。２の入札に参加する者に

必要な資格に関する事項に掲げる要件を全て満たすことが証明できない者は、入札に参

加することができない。 

⑴ 提出期間 

公告の日から令和８年６月２４日までの日（鳥取市の休日を定める条例（平成元年鳥

取市条例第２号）第１条第１項に規定する鳥取市の休日を除く。）の午前９時から午後

５時まで 

⑵ 提出場所 

鳥取市幸町７１番地 鳥取市役所本庁舎４階 

鳥取市総務部検査契約課（電話：０８５７－３０－８１２１） 

 

５ 入札方法等 

⑴ 入札は、総価による入札とする。 

⑵ 入札書は、別紙４を使用し、入札金額には総額を記載すること。 

⑶ 入札開始時刻までに入札場所に参集しない者は、棄権とする。郵送による入札は、無

効となるので注意すること。 

⑷ 代理人をして入札させようとするときは、必ず委任状を提出すること。なお、本社の

代表者又は受任者（本社の代表者から入札の権限を委任された者として鳥取市競争入札

参加資格者名簿（物品・役務）に登録されている者に限る）が入札する場合は、委任状

の提出は不要である。 

⑸ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た金額）をもって落札金額とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑹ 入札者は、入札書の記載事項について抹消、訂正又は挿入をしたときは、当該抹消等

をした箇所に押印すること。ただし、入札金額は改めることはできない。 

⑺ 入札者は、いったん提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることはできない。 

⑻ 入札回数は、３回を限度とする。 

⑼ 再度の入札において前回入札最低金額以上の入札を行った者は失格とし、不落札でさ

らに再度入札を行う場合、次回以降の入札には参加させないものとする。 

⑽ 開札は、入札終了後直ちに行う。 

⑾ 入札に参加する資格のある者は、入札執行が完了するまでは、いつでも入札を辞退す

ることができる。ただし、入札執行前にあっては、入札辞退届を鳥取市総務部検査契約

課（４の⑵の場所）に持参し、又は郵送すること。入札執行中にあっては、入札辞退届

又は辞退することを明記した書面を提出すること。 

⑿ 入札者は、入札に関して私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号）その他の法令に抵触する行為を行ってはならない。 

⒀ 入札者は、入札後、入札説明書、仕様書等の不知又は不明を理由として、異議を申し

立てることはできない。 

 

６  入札（開札）の場所及び日時 

⑴ 場所 鳥取市幸町７１番地 鳥取市役所本庁舎４階会議室４－２ 

⑵ 日時 令和８年６月２９日 午後１時４０分 



７ 無効となる入札の範囲 

次に掲げる入札は、無効とする。 

⑴ 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

⑵ 鳥取市契約規則（昭和３９年鳥取市規則第３号）、本件に係る公告、入札説明書又は

仕様書に記載する条件に違反した入札 

⑶ 同一の入札に対して同一人が複数の入札書を提出した入札 

⑷ 入札書の金額、氏名、印影、その他入札に関する要件を欠き、又は重要な文字を誤脱

し、若しくは記載内容を確認しがたい入札書による入札 

⑸ 記名押印のない入札 

⑹ 委任状を提出しない代理人のした入札 

⑺ 同一の入札において他の入札者の代理人を兼ねた者又は２人以上の入札者の代理をし

た者の入札 

⑻ 郵送による入札 

⑼ その他、入札執行者が無効と認めた入札 

 

８ 落札者の決定方法 

⑴ 鳥取市契約規則第１１条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低

価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑵ 落札者となるべき者が２名以上の場合は、くじにより落札者を決定する。なお、当該

入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代えて、当該入札事務に関係のな

い職員にくじを引かせるものとする。 

 

９ その他 

⑴ 入札保証金 免除 

⑵ 契約保証金 免除 

⑶ 契約書作成の要否 要 

⑷ 開札前に天災その他やむを得ない理由が生じたとき、又は入札に関し不正の行為があ

り、若しくは競争の意志が無いと認めるときは、入札の執行を中止し、又は取り止める

ことがある。 

 

 

問い合わせ先 鳥取市総務部検査契約課 

電話：０８５７－３０－８１２１ 

ファクシミリ：０８５７－２０－３９４８ 



質 問 書 

 

業 務 名 公会計「統一的な基準」対応支援業務 

公 告 日 令和８年６月１５日 

質 問 者 名 

会 社 名： 

代表者名： 

連 絡 先：電話        ﾌｧｸｼﾐﾘ         

質 問 者： 

提出年月日 令和  年  月  日 

質 問 事 項 

 

 

別紙１ 



入札参加資格確認申請書 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

鳥取市長 深澤 義彦  様 

 

 

住  

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名             印 

 

 

 

業 務 名：公会計「統一的な基準」対応支援業務 

 

公 告 日：令和８年６月１５日 

 

 

 

私は、上記の入札に係る公告の「２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項」第４

号の要件を満たしていることを誓約するとともに、その他の入札に参加する者に必要な資格

に関する事項の要件を満たしているので、次の添付書類とともに入札参加資格の確認を申請

します。 

 

  

 添付書類 

  〇同種業務の実績（別紙３）及びその内容を証明するための書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２ 



 

同種業務の実績 

 

 

商号又は名称                  

 

業務名：公会計「統一的な基準」対応支援業務 

項目・番号 １ ２ 

業

務

名

等 

業 務 名  
  

発 注 機 関 名   

履 行 場 所   

契約金額（最終） 千円 千円 

履 行 期 間   

業 務 の 内 容 

  

  

  

  

  

  

業務の履行条件その他 

  

  

  

  

  

  

備考 

 １ 該当する業務実績について、２件を限度として、すべての項目について具体的に記載

すること。 

 ２ 業務名は、受注した業務名とし、鳥取県内での業務実績を優先して記載すること。 

 ３ 契約金額は千円単位とし、百円単位を四捨五入して記入すること。 

 ４ 業務の内容の欄は、具体的な作業種、規模等を記入すること。 

 ５ 業務の履行条件その他の欄は、技術的特徴（実施方法、対策、実施に当たり工夫又は

苦心した点等）を記入すること。 

 ６ 同種業務の実績が確認できる資料として、契約書の写しを添付すること。 

 

別紙３ 



入 札 書  (第 回) 

 

 

鳥取市長 深澤 義彦  様 

 

  鳥取市契約規則(昭和３９年鳥取市規則第３号)、入札説明書、仕様書等を熟覧のうえ、次

のとおり入札します。 

 

 令和  年  月  日 

 

入札者 住 所 

商号又は名称 

代表者氏名             印 

 

 

代理人 住    所 

 

氏    名             印 

 

 

業 務 名 公会計「統一的な基準」対応支援業務 

入札金額 金                 円 

 

※ ５入札方法等の⑵及び⑸を熟読の上作成すること。 

別紙４ 



委  任  状 

 

 

鳥取市長 深澤 義彦  様 

 

私は、住所              氏名         を代理人 

と定め、次の入札（見積）に係る一切の権限を委任します。 

 

  令和  年  月  日 

 

 

委任者 住    所                  

商号又は名称                  

代表者氏名                印 

 

受任者 住    所                  

氏    名                印 

 

 

業務名 公会計「統一的な基準」対応支援業務 

 

 

 

別紙５ 



公会計「統一的な基準」対応支援業務仕様書 

 

１ 業務名 

 公会計「統一的な基準」対応支援業務 

 

２ 業務の目的 

 本業務は、「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」（平成２７年１月２

３日付総務大臣通知総財務第１４号）に基づく統一的な基準による財務書類の作成及

び施設別行政コスト計算書の作成に係る支援業務を通じ、財務状況の明確化及び透明

性の向上を図り今後の財政運営に活用することを目的とする。 

 

３ 委託期間 

  契約締結日から令和９年３月３１日まで 

 

４ 履行場所 

公会計「統一的な基準」対応支援業務 

業務の実施場所は、鳥取市（以下「本市」という。）本庁舎のほか、受注者の事務所、

本市が指定する場所又は受注者の申請により本市が認めた場所とする。 

 

５ 前提条件 

  本業務を行う上での前提条件は以下のとおりとする。 

（１） 鳥取県内に事業所を有し、総務省の実施する経営・財務マネジメント強化事業

における地方公会計の整備・活用関係アドバイザーリストに掲載されている者

が本業務遂行体制の責任者となること。 

（２） 財務書類四表等の作成については、「統一的な基準による地方公会計の整備促進

について」（平成２７年１月２３日付総務大臣通知総財務第１４号）における「統

一的な基準」に基づき、公会計業務支援システム（以下「PPP システム」とい

う。）を利用した作成支援の実績があること、又は支援実績のある者が在籍して

いること。 

（３）財務書類四表等を作成する会計単位は、一般会計等、全体及び連結とする。 

     一般会計等とは、一般会計及び４特別会計を対象とする。 

     全体とは、一般会計等、８特別会計及び４企業会計を対象とする。 

     連結とは、全体及び市の連結対象となる地方独立行政法人、一部事務組合・広域

連合、地方３公社、第３セクター等を対象とする。 

（４）会計数、連結対象法人、会計規模及び資産規模は以下のとおりである。 

     ①会計数     一般会計、１２特別会計、４企業会計 

     ②連結対象法人  １８団体 

      



③会計規模 

      一般会計予算（令和７年度２月補正時点） 

       歳入歳出予算総額 １１７，４００，８４１千円 

      普通会計予算（令和７年度２月補正時点） 

       歳入歳出予算総額 １１７，４９１，６２８千円 

※参考 資産規模（令和６年度末現在） 

 一般会計等 全体 連結 

資産規模 ２，６４４億円 ４，５１６億円 ４，９５２億円 

うち事業用資産 １，３５０億円 １，４４０億円 １，７０８億円 

うちインフラ資産 ９８２億円 ２，５２０億円 ２，５２１億円 

うち物品    １２億円 １８１億円   １９５億円 

 

（５）本仕様書に記載のない事項でも、業務の遂行上、当然必要となる事項については、

受託者の責任において実施するものとする。 

 

６ 業務内容 

（１）固定資産台帳更新支援業務 

     ①伝票データによる資本的支出と修繕費の判定 

      本市が提供する財務会計システムの伝票データについて「法人税基本通達」に

基づいた資本的支出と修繕費の判定を行うこととする。（対象となるリース契

約も含む。） 

伝票データの情報から資本的支出と修繕費の判定が困難な場合は、担当課へ  

の調査を目的としたヒアリングシートを作成することとし、必要に応じて担

当課へのヒアリング調査を行うこととする。 

②異動資産調査票による資産異動状況調査 

     支出を伴う新規取得資産及び寄附・寄贈・除却等の伝票を介さない異動を行っ

た資産について、資産属性情報を整理するため、各担当課が異動資産調査票の

作成を行う際の質問・相談の対応を行うこととする。 

     ③マッチング及び付随費用の紐付け処理支援 

      ①により、資本的支出と判断された契約に紐付く伝票データと②により整理

された資産属性情報の突合作業を行うこととする。 

突合作業において、必要となる情報を収集するため、必要に応じて担当課へ

のヒアリングを実施することとする。 

また、本工程にて「企業会計原則」に準拠した付随費用の紐付け・按分計算

を行うこととする。 

     ④PPP システム取込み用データの作成 

      本市が導入している PPP システムで必要となる項目を満たした様式で固定

資産異動データの作成を行うこととする。 



固定資産異動データの作成においては担当課で整理が困難な耐用年数・償却

区分等の資産属性情報について補足整理を行うこととする。 

⑤その他 

その他固定資産台帳作成に必要な支援を行うこととする。 

 

（２）財務書類作成支援業務 

①会計マスタ等の取り込み 

     本市が提供する会計マスタ、部門マスタ、歳入・歳出科目マスタ及び歳入・歳

出執行伝票データについて PPP システムにデータを取り込むことができるよ

うにする。 

②歳入・歳出科目の複式仕訳変換 

     本市が提供した歳入・歳出科目マスタをもとに PPP システムの様式に沿った

複式仕訳変換を行うこととする。 

③執行伝票と異動固定資産データの紐付作業の支援 

     PPP システムより出力される資産候補の歳出執行伝票データと固定資産の異

動情報との関連付作業の支援を行うこととする。また、関連付作業を行った資

産候補の歳出執行伝票データと固定資産の異動情報との間で、情報に矛盾が

ないか検証を行うこととする。 

④固定資産関連以外の金融資産等データの整備作業の支援 

      「統一的な基準」に基づいた一般会計等、全体及び連結の財務書類四表等を作

成するのに必要な金融資産等の資金仕訳変換表に基づく自動仕訳変換が困難

な伝票の整備作業について、会計的な見地から必要な支援を行うとともに、決

算整理仕訳の一覧を作成し、PPP システムへの取り込みを行うこととする。  

     ⑤公営企業会計及び連結団体データの整備作業の支援 

本市が提供する公営企業及び連結財務書類の範囲に該当する決算書等データ

について、公会計「統一的な基準」に基づいた対応した科目への読替えを行い、

一般会計等、全体及び連結会計の内部取引等について整理を行うこととする。

また、整理された内部取引を反映するための内部相殺仕訳を作成し、会計的な

見地から必要な支援を行うとともに PPP システムへの取り込みを行うことと

する。 

⑥一般会計等、全体及び連結財務書類四表等の作成 

PPP システムを利用して、固定資産の更新及び決算整理に係る仕訳を反映し

た貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の財務

四表及び注記表、附属明細書を作成し、各帳票間で矛盾や過大過少がないか内

容の検証を行うこととする。 

     ⑦決算分析資料の作成 

      作成した「統一的な基準」による財務書類等について分析を行い、その資料の

全体版及び概要版を作成する。分析内容については、本市と内容を協議したう



えで、有形固定資産減価償却率や住民一人当たり行政コストなど、本市の財務

書類活用に有用と考えられる内容を図表等を用いながら分かりやすく盛込む

こととする。 

      また、一般会計等の貸借対照表及び行政コスト計算書については、前年度との

比較（増減の主な要因等）資料を作成することとする。 

      なお、分析資料等について、必要に応じて積算資料を提出するものとする。 

⑧決算分析等の助言 

本市の求めに応じて、作成した「統一的な基準」による財務書類に関連する

助言、分析結果に基づく財務書類の有効的な活用方法に関する助言を行うこ

ととする。 

 

（３）PPP システム保守 

①技術サポート 

・データの取込み、バックアップデータの取得・復元、帳票の出力等本製品に実

装する機能やその操作全般に係る支援や問合せ対応 

・故障時（操作マニュアルに記載された通りに動作しない場合）の問合せ対応・

上記故障の範囲の特定 

・正常な動作環境における操作時（操作マニュアルに記載された操作）に発生し

た、本製品に起因する故障に係る修正情報または修正版の提供 

②各種情報提供 

・保守サービスの提供に付随した、電子メールまたは FAXによる障害情報、本製

品のバージョンアップの案内及びそれらへの対応の通知 

 

（４）PPP 公会計システムクラウドサービス導入 

①業務の内容 

・公会計システム「PPP Ver.6.0」（開発：株式会社システムディ）のクラウドサ

ービスを導入すること。 

・公会計システムクラウドサービスの導入について、適切な助言とその導入を行

うこと。 

・公会計システム「PPP Ver.5」から公会計システム「PPP Ver.6.0」へのデータ

移行については本市で対応する。 

 

 

 

 

 

 

 



②利用環境 

・公会計システムクラウドサービスを利用するコンピュータ、電気通信設備、通

信回線等は本市が用意する。その際の仕様は以下の通り。 

OS Windows 11 

ブラウザ Microsoft Edge 

ソフトウェア Microsoft Excel 2021 以上 

Excel for Microsoft 365 （デスクトップ版） 

通信回線 インターネット回線 100Mbps 以上 

 

③情報セキュリティ 

・取得認証名 

公会計システムクラウドサービスの提供元はプライバシーマーク（JIS Q 

15001）及び ISMS 認証（ISO 27001 / JIS Q 27001）を取得していること。 

・サーバの通信 

クライアント端末側とクラウドサービス間のアクセスについては鍵長 128bit

以上の SSL/TLS(https)を用いた暗号化通信を行うこと。 

・サーバのセキュリティ 

サーバにはウイルス対策ソフトウェアを適用し、本市の要望に応じて接続元

IP アドレス制限をかけて運用することが可能であること。 

・サーバの死活監視 

サーバは 24 時間の監視を行い、システム停止等の障害が発生した場合は速や

かに通知すること。 

・サーバのデータバックアップ 

サーバについてデータベースのバックアップを毎日 5:00 までの間に実施する

こと。 

・サーバのログ管理 

  1 ヶ月のアクセスログを保持できることとし、要望に応じてアクセスログの開

示できること。 

④その他 

・公会計システムのセットアップ作業は開発元である株式会社システムディが

実施すること。 

・データ移行において処理の履歴を除く固定資産異動履歴や仕訳データなどの

過去のデータ全てを移行可能なこと。 

 

 

 

 

 



７ 履行体制 

（１）受注者は、本業務の開始にあたり有資格者を責任者として選任し、本市に届け出

なければならない。本件責任者は、統一的な基準による地方公会計制度に基づい

た「固定資産台帳更新」及び「財務書類作成」の経験を有しかつ発生主義会計・

複式簿記に関する専門の知識・能力を有するものが従事すること。 

（２）受注者は、契約締結日から１４日以内に業務遂行体制表及び工程表を作成し、本

市に提出しなければならない。業務遂行体制表及び工程表に変更があった場合

も同様とする。 

（３）業務の確認検査において不合格となった場合、受注者から具体的な改善案が提示

されるまで入札参加を認めない。成果物に明らかな瑕疵が認められた場合も同

様とする。 

 

８ 成果品の納品 

  成果品の種類・提出形式、提出期限は次のとおりとする。 

（１）成果品、提出形式 

     ①固定資産台帳異動データ   一式（電子データ） 

     ②一般会計等財務書類     一式（紙媒体及び電子データ） 

     ③全体財務書類        一式（紙媒体及び電子データ） 

     ④連結財務書類        一式（紙媒体及び電子データ） 

     ⑤決算分析書類        一式（紙媒体及び電子データ） 

⑥その他関係書類       一式（紙媒体及び電子データ 

     ※電子データは、Excel 形式もしくは Word 形式及び PDF 形式とする。 

（２）提出期限 

     各成果品の提出期限は以下のとおりとする。 

    提出期限：令和８年１１月中 

 

９ 委託料の支払 

委託料の支払については、業務完了の確認検査が完了した後、契約書に定める手続きに

従い支払うものとする。 

 

10 その他留意事項 

（１）協議 

本仕様に定める事項について疑義が生じた場合、又は本仕様書に定めのない事

項については、本市と受託者双方で協議の上決定するものとする。 

（２）成果品等の帰属 

     本業務により作成された成果品及びその過程のデータの所有権は、本市に帰属

するものとする。 



（ 案 ） 

委 託 契 約 書 

 

１ 業 務 名 公会計「統一的な基準」対応支援業務 

２ 履 行 場 所 行財政改革課ほか 

３ 委 託 料 金             円（総額） 

（うち消費税及び地方消費税の額         円） 

４ 履 行 期 間 令和８年 月 日 から 令和９年３月３１日まで 

５ 契 約 保 証 金 免除 

 

上記の業務について、委託者と受託者は、各々対等な立場における合意に基づいて、別添の

条項によって委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行する。 

 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、当事者双方記名押印の上、各自１通を保

有する。なお、記名押印に代えて電子署名を行う当事者は、当該電子署名がなされた本契約の

電磁的記録を保有するものとする。 

 

 

令和８年 月 日 

 

 

委託者 住所又は所在地  鳥取市幸町７１番地   

商号又は名称   鳥取市 

代表者名又は氏名 鳥取市長  深澤 義彦 

 

 

受託者 住所又は所在地   

商号又は名称    

代表者名又は氏名  



委 託 契 約 約 款 

 

（総則） 

第１条 委託者（以下「甲」という。）及び受託者（以

下「乙」という。）は、この約款（契約書を含む。以

下同じ。）に基づき、仕様書等（別添の設計書、仕様

書、図面及びこれらの図書に対する質問回答書をいう。

以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契

約（この約款及び仕様書等を内容とする業務の委託契

約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 乙は、契約書記載の業務（以下「業務」という。）

を契約書記載の履行期間（以下「履行期間」という。）

内に完了し、仕様書等に定めがある場合は、この契約

の履行の目的物（以下「成果物」という。）を引き渡

すものとし、甲は、その委託料を支払う。 

３ 業務を完了するために必要な一切の手段について

は、この契約に特別の定めがある場合を除き、乙がそ

の責任において定める。 

４ 乙は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏ら

してはならない。この契約が終了した後も同様とする。 

５ この契約の履行に関して甲乙間で用いる言語は、日

本語とする。 

６ この契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本

円とする。 

７ この契約の履行に関して甲乙間で用いる計量単位

は、仕様書等に特別の定めがある場合を除き、計量法

（平成 4年法律第 51号）に定めるものとする。 

８ この契約における期間の定めについては、民法（明

治 29年法律第 89 号）及び商法（明治 32 年法律第 48

号）の定めるところによるものとする。 

９ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

10 この契約に係る訴訟については、甲の所在地を管

轄する裁判所に行う。 

 

（指示等及び協議の書面主義） 

第２条 この約款に定める指示、請求、通知、報告、申

出、承諾、質問、回答及び解除（以下「指示等」とい

う。）は、書面により行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情が

ある場合には、甲及び乙は、前項に規定する指示等を

口頭で行うことができる。この場合において、甲及び

乙は、既に行った指示等を書面に記載し、7 日以内に

これを相手方に交付するものとする。 

３ 甲及び乙は、この契約の他の条項の規定に基づき協

議を行うときは、当該協議の内容を書面に記録するも

のとする。 

 

（工程表の提出） 

第３条 乙は、この契約の締結の日から 7 日以内に仕

様書等に基づいて工程表を作成し、甲に提出しなけれ

ばならない。ただし、甲が必要ないと認めたときは、

省略することができる。 

２ 工程表は、甲及び乙を拘束するものではない。 

 

（契約の保証） 

第４条 乙は、この契約の締結と同時に、次の各号のい

ずれかに掲げる保証を付さなければならない。ただし、

第 4 号の場合においては、履行保証保険契約の締結

後、直ちにその保険証券を甲に寄託しなければならな

い。 

⑴ 契約保証金の納付 

⑵ 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提

供 

⑶ この契約による債務の不履行により生ずる損害

金の支払を保証する金融機関（出資の受入、預り金

及び金利等の取締りに関する法律（昭和 29年法律

第 195号）第 3条に規定する金融機関をいう。）の

保証 

⑷ この契約による債務の不履行により生ずる損害

をてん補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保

険金額（第 4 項において「保証の額」という。）は、

委託料の 100分の 10以上としなければならない。 

３ 第 1 項の規定により、乙が同項第２号又は第３号

に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証金

に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第

4号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付

を免除する。 

４ 委託料の変更があった場合には、保証の額が変更後

の委託料の 100 分の 10 に達するまで、甲は、保証の

額の増額を請求することができ、乙は、保証の額の減

額を請求することができる。 

   

（権利義務の譲渡等） 

第５条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第

三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、

あらかじめ甲の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 乙は、成果物（未完成の成果物及び業務を行う上で

得られた記録等を含む。）を第三者に譲渡し、貸与し、

又は質権その他の担保の目的に供してはならない。た

だし、あらかじめ、甲の承諾を得た場合は、この限り

でない。 

 

（著作権の譲渡等） 

第６条 乙は、成果物（第 33条第 1 項に規定する部分

払に係る成果物を含む。以下本条において同じ。）が

著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第 2 条第 1 項第

1 号に規定する著作物（以下「著作物」という。）に

該当する場合には、当該著作物に係る乙の著作権（著

作権法第 21 条から第 28 条までに規定する権利をい



う。）を当該著作物の引渡し時に甲に無償で譲渡する

ものとする。 

２ 甲は、成果物が著作物に該当するとしないとにかか

わらず、当該成果物の内容を乙の承諾なく自由に公表

することができる。 

３ 甲は、成果物が著作物に該当する場合には、乙が承

諾したときに限り、既に乙が当該著作物に表示した氏

名を変更することができる。 

４ 乙は、成果物が著作物に該当する場合において、甲

が当該著作物の利用目的の実現のためにその内容を

改変するときは、その改変に同意する。また、甲は、

成果物が著作物に該当しない場合には、当該成果物の

内容を乙の承諾なく自由に改変することができる。 

５ 乙は、成果物（業務を行う上で得られた記録等を含

む。）が著作物に該当するとしないとにかかわらず、

甲が承諾した場合には、当該成果物を使用し、又は複

製し、また、第 1 条第 4 項の規定にかかわらず当該

成果物の内容を公表することができる。 

６ 甲は、乙が成果物の作成に当って開発したプログラ

ム（著作権法第 10条第 1 項第 9号に規定するプログ

ラムの著作物をいう。）及びデータベース（著作権法

第 12 条の 2 に規定するデータベースの著作物をい

う。）について、乙が承諾した場合には、別に定める

ところにより、当該プログラム及びデータベースを利

用することができる。 

７ 乙は、第８条の規定により第三者に請け負わせ、又

は委任する場合には、前各号に定める規定を当該第三

者が遵守するように必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

（一括再委託等の禁止） 

第７条 乙は、業務の全部又は主たる部分を一括して第

三者に請け負わせ、又は委任してはならない。 

 

（一部再委託） 

第８条 乙は、業務の一部を第三者に請け負わせ、又は

委任しようとするときは、あらかじめ甲の承認を得な

ければならない。ただし、甲が仕様書等において指定

した軽微な部分を請け負わせ、又は委任しようとする

ときはこの限りでない。 

２ 前項の規定により再委託を行った場合、乙は、再委

託先に対し、本契約に定める乙の義務と同様の義務を

遵守させなければならない。 

３ 乙は、再委託先による委託業務の履行について、自

らこれを履行する場合と同様の責任を負うものとし、

再委託先が前項に規定する義務に違反した場合は、当

該義務違反は乙の違反とみなして、その一切の責任を

負うものとする。 

 

（特許権等の使用） 

第９条 乙は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権そ

の他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利

（以下「特許権等」という。）の対象となっている材

料、履行方法等を使用するときは、その使用に関する

一切の責任を負わなければならない。ただし、甲がそ

の材料、履行方法等を指定した場合において、仕様書

等に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、乙

がその存在を知らなかったときは、甲は、乙がその使

用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

（特許権等の発明等） 

第 10条 乙は、この契約の履行に当たり、特許権等の

対象となるべき発明又は考案をした場合には、甲に通

知しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該特許権等の取得のための

手続及び権利の帰属等に関する詳細については、甲乙

協議して定めるものとする。 

 

（監督職員） 

第 11条 甲は、監督職員を置いたときは、その者の氏

名を乙に通知しなければならない。監督職員を変更し

たときも、同様とする。 

２ 監督職員は、この約款の他の条項に定めるもの及び

この約款に基づく甲の権限とされる事項のうち甲が

必要と認めて監督職員に委任したもののほか、仕様書

等で定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

⑴ 甲の意図する業務を完了させるための乙に対す

る業務に関する指示 

⑵ この約款及び仕様書等の記載内容に関する乙の

確認の申出又は質問に対する承諾又は回答 

⑶ この契約の履行に関する乙との協議 

⑷ 業務の進捗の確認、仕様書等の記載内容と履行内

容との照合その他契約の履行状況の調査 

３ 甲は、2名以上の監督職員を置き、前項の権限を分

担させたときにあってはそれぞれの監督職員の有す

る権限の内容を、監督職員にこの約款に基づく甲の権

限の一部を委任したときにあっては当該委任した権

限の内容を、乙に通知しなければならない。 

４ 第 2項の規定に基づく監督職員の指示又は承諾は、

原則として、書面により行わなければならない。 

５ この約款に定める書面の提出は、仕様書等に定める

ものを除き、監督職員を経由して行うものとする。こ

の場合においては、監督職員に到達した日をもって甲

に到達したものとみなす。 

 

（現場責任者等） 

第 12条 乙は、この契約の履行に当たり、現場責任者

を定め、契約締結の日から 7日以内に、その氏名その

他必要な事項を甲に通知しなければならない。現場責

任者を変更した場合も同様とする。 



２ 現場責任者は、この契約の履行に関して従事者を指

揮監督するものとする。 

３ 乙は、この契約の履行の着手前に、この契約の履行

に従事する者の氏名その他必要な事項を甲に通知し

なければならない。 

 

（履行報告） 

第 13条 乙は、仕様書等に定めるところにより、この

契約の履行について甲に報告しなければならない。 

 

（材料の品質、検査等） 

第 14条 乙は、仕様書等に品質が明示されていない材

料については、中等の品質を有するものを使用しなけ

ればならない。 

２ 乙は、仕様書等において甲の検査（確認を含む。以

下本条において同じ。）を受けて使用すべきものと指

定された材料については、当該検査に合格したものを

使用しなければならない。この場合において、検査に

直接必要な費用は、乙の負担とする。 

３ 甲は、乙から前項の検査を求められたときは、請求

を受けた日から７日以内に、これに応じなければなら

ない。 

 

（支給材料及び貸与品） 

第 15条 甲が乙に支給する材料（以下「支給材料」と

いう。）及び貸与する機械器具（以下「貸与品」とい

う。）の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所

及び引渡時期は、仕様書等に定めるところによる。 

２ 甲は、支給材料又は貸与品の引渡しに当っては、乙

の立会いの上甲の負担において、当該支給材料又は貸

与品を検査しなければならない。この場合において、

当該検査の結果、その品名、数量、品質又は規格若し

くは性能が仕様書等の定めと異なり、又は使用に適当

でないと認めたときは、乙は、その旨を直ちに甲に通

知しなければならない。 

３ 乙は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、

引渡しの日から 7 日以内に、甲に受領書又は借用書

を提出しなければならない。 

４ 乙は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当

該支給材料又は貸与品が仕様書等の定めと異なり、又

は使用に適切でないと認めたときは、その旨を直ちに

甲に通知しなければならない。 

５ 甲は、乙から第 2 項後段又は前項の規定による通

知を受けた場合において、必要があると認められると

きは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給

材料若しくは貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸

与品の品名、数量、品質若しくは規格若しくは性能を

変更し、又は理由を明示した書面により、当該支給材

料若しくは貸与品の使用を乙に請求しなければなら

ない。 

６ 甲は、前項に規定するほか、必要があると認めると

きは、支給材料又は貸与品の品名、数量、品質、規格

若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更すること

ができる。 

７ 甲は、前 2 項の場合において、必要があると認めら

れるときは履行期間若しくは委託料を変更し、又は乙

に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなけれ

ばならない。 

８ 乙は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意を

もって管理しなければならない。 

９ 乙は、仕様書等に定めるところにより、業務の完了、

仕様書等の変更等によって不用となった支給材料又

は貸与品を甲に返還しなければならない。 

10 乙は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が

滅失し、若しくはき損し、又はその返還が不可能とな

ったときは、甲の指定した期間内に代品を納め、若し

くは原状に復して返還し、又は返還に代えて損害を賠

償しなければならない。 

11 乙は、支給材料又は貸与品の使用方法が仕様書等

に明示されていないときは、甲の指示に従わなければ

ならない。 

 

（仕様書等不適合の場合の修補義務） 

第 16条 乙は、業務の実施部分が仕様書等に適合しな

い場合において、甲がその修補を請求したときは、当

該請求に従わなければならない。この場合において、

当該不適合が甲の指示によるときその他甲の責めに

帰すべき事由によるときは、甲は、必要があると認め

られるときは履行期間若しくは委託料を変更し、又は

乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなけ

ればならない。 

 

（条件変更等） 

第 17条 乙は、業務の実施に当たり、次の各号のいず

れかに該当する事実を発見したときは、その旨を直ち

に甲に通知し、その確認を請求しなければならない。 

⑴ 設計書、仕様書及び図面に対する質問回答書が一

致しないこと（これらの優先順位が定められている

場合を除く。）。 

⑵ 仕様書等に誤びゅう又は脱漏があること。 

⑶ 仕様書等の表示が明確でないこと。 

⑷ 業務の実施上の制約等仕様書等に示された自然

的又は人為的な業務の実施条件と実際の業務の実

施条件が相違すること。 

⑸ 仕様書等に明示されていない業務の実施条件に

ついて予期することのできない特別な状態が生じ

たこと。 

２ 甲は、前項の規定による確認を請求されたとき、又

は自ら前項各号に掲げる事実を発見したときは、乙の

立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。た



だし、乙が立会いに応じない場合には、乙の立会いを

得ずに行うことができる。 

３ 甲は、乙の意見を聴いて、調査の結果（これに対し

てとるべき措置を指示する必要があるときは、当該指

示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後 14 日以内

に、その結果を乙に通知しなければならない。ただし、

その期間内に通知できないやむを得ない理由がある

ときは、あらかじめ、乙の意見を聴いた上、当該期間

を延長することができる。 

４ 前項の調査の結果において第 1 項の事実が確認さ

れた場合において、必要があると認められるときは、

次の各号に掲げるところにより、仕様書等の訂正又は

変更を行わなければならない。 

⑴ 第 1 項第 1 号から第 3 号までのいずれかに該当

し仕様書等を訂正する必要があるもの 

  甲が行う。 

⑵  第 1項第 4号又は第 5号に該当し仕様書等を変

更する場合で業務の内容の変更を伴うもの 

  甲が行う。 

⑶  第 1項第 4号又は第 5号に該当し仕様書等を変

更する場合で業務の内容の変更を伴わないもの 

  甲乙協議して甲が行う。 

５ 前項の規定により仕様書等の訂正又は変更が行わ

れた場合において、甲は、必要があると認められると

きは履行期間若しくは委託料を変更し、又は乙に損害

を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければなら

ない。 

 

（仕様書等の変更） 

第 18条 甲は、前条第 4 項の規定によるほか必要があ

ると認めるときは、仕様書等の変更内容を乙に通知し

て、仕様書等を変更することができる。この場合にお

いて、甲は、必要があると認められるときは履行期間

若しくは委託料を変更し、又は乙に損害を及ぼしたと

きは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（業務の中止） 

第 19条 甲は、必要があると認めるときは、業務の中

止内容を乙に通知して、業務の全部又は一部の実施を

一時中止させることができる。 

２ 甲は、前項の規定により業務の実施を一時中止させ

た場合において、必要があると認められるときは履行

期間若しくは委託料を変更し、又は乙が業務の続行に

備え履行場所を維持し、若しくは従事者、機械器具等

を保持するための費用その他業務の実施の一時中止

に伴う増加費用を必要とし、若しくは乙に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（業務に係る乙の提案） 

第 20条 乙は、仕様書等について、技術的又は経済的

に優れた代替方法その他改良事項を発見し、又は発案

したときは、甲に対して、当該発見又は発案に基づき

仕様書等の変更を提案することができる。 

２ 甲は、前項に規定する乙の提案を受けた場合におい

て、必要があると認めるときは、仕様書等の変更を乙

に通知するものとする。 

３ 甲は、前項の規定により仕様書等が変更された場合

において、必要があると認められるときは、履行期間

又は委託料を変更しなければならない。 

 

（乙の請求による履行期間の延長） 

第 21条 乙は、その責めに帰すことができない事由に

より履行期間内に業務を完了することができないと

きは、その理由を明示した書面により、甲に履行期間

の延長変更を請求することができる。 

 

（甲の請求による履行期間の短縮等） 

第 22条 甲は、特別の事由により履行期間を短縮する

必要があるときは、履行期間の短縮変更を乙に請求す

ることができる。 

２ 甲は、この約款の他の条項の規定により履行期間を

延長すべき場合において、特別の理由があるときは、

通常必要とされる履行期間に満たない履行期間への

変更を請求することができる。 

３ 甲は、前 2 項の場合において、必要があると認めら

れるときは委託料を変更し、又は乙に損害を及ぼした

ときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（履行期間の変更方法） 

第 23条 履行期間の変更については、甲乙協議して定

める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が

調わない場合には、甲が定め、乙に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、甲が乙の意見を聴

いて定め、乙に通知するものとする。ただし、甲が履

行期間の変更事由が生じた日（第 21条の場合にあっ

ては、甲が履行期間の変更の請求を受けた日、前条の

場合にあっては、乙が履行期間の変更の請求を受けた

日）から 7 日以内に協議開始の日を通知しない場合

には、乙は、協議開始の日を定め、甲に通知すること

ができる。 

 

（委託料の変更方法等） 

第 24条 委託料の変更については、甲乙協議して定め

る。ただし、協議開始の日から 14日以内に協議が調

わない場合には、甲が定め、乙に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、甲が乙の意見を聴

いて定め、乙に通知するものとする。ただし、甲が委

託料の変更事由が生じた日から 7 日以内に協議開始

の日を通知しない場合には、乙は、協議開始の日を定

め、甲に通知することができる。 



３ この約款の規定により、乙が増加費用を必要とした

場合又は損害を受けた場合に甲が負担する必要な費

用の額については、甲乙協議して定める。 

 

（臨機の措置） 

第 25条 乙は、災害防止等のため必要があると認める

ときは、臨機の措置をとらなければならない。この場

合において、必要があると認めるときは、乙は、あら

かじめ甲の意見を聴かなければならない。ただし、緊

急やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

２ 前項の場合において、乙は、そのとった措置の内容

を甲に直ちに通知しなければならない。 

３ 甲は、災害防止その他業務の実施上で特に必要があ

ると認めるときは、乙に対して臨機の措置をとること

を請求することができる。 

４ 乙が第１項又は前項の規定により臨機の措置をと

った場合において、当該措置に要した費用のうち、乙

が委託料の範囲において負担することが適当でない

と認められる部分については、甲が負担する。 

 

（一般的損害） 

第 26条 業務の完了前に、業務の実施に関して生じた

損害（次条に規定する損害を除く。）については、乙

がその費用を負担する。ただし、その損害（仕様書等

に定めるところにより付された保険等によりてん補

された部分を除く。）のうち甲の責めに帰すべき事由

により生じたものについては、甲が負担する。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第 27条 業務の実施について第三者に損害を及ぼした

ときは、乙がその損害を賠償しなければならない。た

だし、その損害（仕様書等に定めるところにより付さ

れた保険等によりてん補された部分を除く。）のうち

甲の責めに帰すべき事由により生じたものについて

は、甲が負担する。 

 

（委託料の変更に代える仕様書等の変更） 

第 28条 甲は、第 9条、第 15条から第 20 条まで、第

22 条、又は第 26 条の規定により委託料を増額すべ

き場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理

由があるときは、委託料の増額又は負担額の全部又は

一部に代えて仕様書等を変更することができる。この

場合において、仕様書等の変更内容は、甲乙協議して

定める。ただし、協議開始の日から 14日以内に協議

が調わない場合には、甲が定め、乙に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、甲が乙の意見を聴

いて定め、乙に通知しなければならない。ただし、甲

が前項の委託料を増額すべき事由又は費用を負担す

べき事由が生じた日から 7 日以内に協議開始の日を

通知しない場合には、乙は、協議開始の日を定め、甲

に通知することができる。 

 

（検査及び引渡し） 

第 29条 乙は、業務を完了したときは、速やかにその

旨を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定による通知を受けたときは、通知

を受けた日から 10日以内に乙の立会いの上、仕様書

等に定めるところにより業務の完了を確認するため

の検査を完了しなければならない。この場合において、

甲は、当該検査の結果を乙に通知しなければならない。 

３ 甲は、前項の検査によって業務の完了を確認した後、

乙が成果物の引渡しを申し出たときは、直ちに当該成

果物の引渡しを受けなければならない。 

４ 甲は、乙が前項の申出を行わないときは、委託料の

支払の完了と同時に当該成果物の引渡しを行うこと

を請求することができる。この場合において、乙は、

直ちにその引渡しを行わなければならない。 

５ 乙は、業務が第 2 項の検査に合格しないときは、直

ちに修補して甲の検査を受けなければならない。この

場合においては、修補の完了を業務の完了とみなして

前各項の規定を適用する。 

 

（委託料の支払） 

第 30 条 乙は、前条第 2 項の検査に合格したときは、

この契約に定めるところにより、甲に委託料の支払を

請求することができる。 

２ 甲は、前項の規定による請求があったときは、請求

を受けた日から 30日以内に委託料を支払わなければ

ならない。 

３ 甲がその責めに帰すべき事由により前条第 2 項の

期間内に検査をしないときは、その期限を経過した日

から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間

（以下「約定期間」という。）の日数から差し引くも

のとする。この場合において、その遅延日数が約定期

間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約

定期間の日数を超えた日において満了したものとみ

なす。 

 

（引渡し前における成果物の使用） 

第 31 条 甲は、第 29 条第 3 項若しくは第 4 項又は第

33 条第 1 項の規定による引渡し前においても、成果

物の全部又は一部を乙の承諾を得て使用することが

できる。 

２ 前項の場合において、甲は、その使用部分を善良な

管理者の注意をもって使用しなければならない。 

３ 甲は、第 1 項の規定により成果物の全部又は一部

を使用したことによって乙に損害を及ぼしたときは、

必要な費用を負担しなければならない。 

 

（前金払） 



第 32条  この契約で、前金払いについて仕様書等で別

に定めがある場合は、乙は、前払金の支払を甲に請求

することができる。 

 

（部分払） 

第 33条 業務の一部分が完了し、かつ、可分なもので

あるときは、乙は、業務の全部の完了前に、業務の完

済部分に相応する委託料について、甲に対して、部分

払を請求することができる。この場合において、第 29

条中「業務」とあるのは「部分払に係る業務」と、「成

果物」とあるのは「部分払に係る成果物」と、同条第

4 項及び第 30 条中「委託料」とあるのは「部分払に

係る委託料」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

２ 部分払の対象とする業務の部分、回数及び時期は、

仕様書等で別に定めるところによる。 

 

（部分払金等の不払に対する業務の中止） 

第 34条 乙は、甲が第 33 条において準用される第 30

条の規定に基づく支払を遅延し、相当の期間を定めて

その支払を請求したにもかかわらず支払をしないと

きは、業務の全部又は一部の実施を一時中止すること

ができる。この場合においては、乙は、直ちにその旨

を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により乙が業務の実施を中止した

場合において、必要があると認められるときは、履行

期間若しくは委託料を変更し、又は乙が業務の続行に

備え履行場所を維持し若しくは従事者、機械器具等を

保持するための費用その他の業務の実施の一時中止

に伴う増加費用を必要とし、若しくは乙に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（第三者による代理受領） 

第 35条 乙は、甲の承諾を得て委託料の全部又は一部

の受領につき、第三者を代理人とすることができる。 

２ 甲は、前項の規定により乙が第三者を代理人とした

場合において、乙の提出する支払請求書に当該第三者

が乙の代理人である旨の明記がなされているときは、

当該第三者に対して第 30 条（第 33 条において準用

する場合を含む。）の規定に基づく支払をしなければ

ならない。 

 

（契約不適合） 

第 36条 甲は、完了した業務が契約の内容に適合しな

いことが判明した場合は、乙に対して相当の期間を定

めてその不適合の修補を請求することができる。 

２ 前項の不適合がある場合、甲が相当の期間を定めて

乙に対して不適合の修補の催告をし、その期間内に修

補が行われないときは、甲は、その不適合の程度に応

じて委託料の減額を請求することができる。ただし、

不適合の修補が不能であるとき又は乙が修補を拒絶

する意思を明確に示したときは、甲は催告することな

く直ちに委託料の減額を請求することができる。 

３ 前 2 項の規定による不適合の修補又は委託料の減

額の請求は、第 29 条第 3 項又は第 4 項（第 33 条に

おいてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定

による引渡しを受けた日から 1 年以内に行わなけれ

ばならない。ただし、その不適合が乙の故意又は重大

な過失により生じた場合には、当該請求を行うことの

できる期間は 5年とする。 

４ 甲は、業務の完了の確認の際に不適合があることを

知ったときは、第 1 項及び第 2 項の規定にかかわら

ず、その旨を直ちに乙に通知しなければ当該不適合の

修補又は委託料の減額の請求をすることはできない。

ただし、乙がその不適合があることを知っていたとき

は、この限りでない。 

５ 第 1 項及び第 2 項の規定は、完了した業務の不適

合が支給材料の性質又は甲の指示により生じたもの

であるときは適用しない。ただし、乙がその材料又指

示が不適当であることを知りながらこれを通知しな

かったときは、この限りでない。 

６ 第 1 項及び第 2 項の規定は、甲の解除権及び損害

賠償請求権の行使を妨げない。 

 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第 37条 乙の責めに帰すべき事由により履行期間内に

業務を完了することができない場合においては、甲は、

損害金の支払を乙に請求することができる。 

２ 前項の損害金の額は、委託料から第 33 条の規定に

よる部分払に係る委託料を控除した額につき、遅延日

数に応じ、契約日における、政府契約の支払遅延防止

等に関する法律（昭和 24 年法律第 256号）第 8 条第

1項の規定に基づき財務大臣が決定する率（以下「遅

延利息の率」という。）を乗じた額とする。 

３ 甲の責めに帰すべき事由により、第 30 条第 2 項

（第 33 条において準用する場合を含む。）の規定に

よる委託料の支払が遅れた場合においては、乙は、未

受領金額につき、遅延日数に応じ、契約日における、

遅延利息の率を乗じた額の遅延利息の支払を甲に請

求することができる。 

 

（甲の解除権） 

第 38条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると

きは、この契約を解除することができる。この場合に

おいて甲は、解除により乙に損害が生じても、その損

害の賠償の責を負わないものとする。 

⑴ 正当な理由なく業務に着手すべき期日を過ぎて

も業務に着手しないとき。 

⑵ その責めに帰すべき事由により履行期間内又は

履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見

込みが明らかにないと認められるとき。 



⑶ 前 2号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、

その違反によりこの契約の目的を達成することが

できないと認められるとき。 

⑷ 第 42条第 1項の規定によらないでこの契約の解

除を申し出たとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合にお

いて、乙は、委託料の 10 分の 1に相当する額を違約

金として甲の指定する期間内に支払わなければなら

ない。 

３ 前項の場合において、第 4 条の規定により契約保

証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われて

いるときは、甲は、当該契約保証金又は担保をもって

違約金に充当することができる。 

 

第 39条 甲は、乙（乙が法人の場合にあっては、その

役員又は使用人)がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当する行為をしたと認められたときは、こ

の契約を解除することができる。この場合において甲

は、解除により乙に損害が生じても、その損害の賠償

の責を負わないものとする。 

⑴ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和 22 年法律第 54 号）第 3 条の規定に違反

する行為 

⑵ 刑法（明治 40年法律第 45号）第 96条の 6又は

同法第 198条に規定する行為 

2 前条第 2項及び第 3項の規定は、前項の規定により

この契約が解除された場合に準用する。 

 

第 40条 甲は、乙又はその経営幹部（役員又は支店若

しくは営業所（常時の請負契約を締結する権限を有す

る事務所をいう。）を代表する者をいう。以下この条

において同じ。）が次の各号のいずれかに該当すると

きは、契約を解除することができる。この場合におい

て甲は、解除により乙に損害が生じても、その損害の

賠償の責を負わないものとする。 

⑴ 乙が暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第 2号に規

定する暴力団（以下「暴力団」という。）であると

認められるとき。 

⑵ 乙（乙が法人の場合にあっては、その経営幹部）

が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第 2 条第 6 号に規定する暴力団員（以下 「暴

力団員」という。）であると認められるとき（顧問

等に就任するなど事実上、経営に参加している場合

を含む。）。 

⑶ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用

し、又は代理人、受託者等として使用しているとき。 

⑷ その相手方が暴力団又は暴力団員であることを

知りながら、いかなる名義をもってするかを問わず、

金銭、物品その他財産上の利益を与えたとき。 

⑸ その相手方が暴力団又は暴力団員であることを

知りながら、友人又は知人として会食、遊技、旅行

等を共にし、又はパーティー等に招待し、若しくは

招待されて同席すること等の密接な交際をしたと

き（乙が法人の場合にあっては、その経営幹部が行

うものに限る。）。 

⑹ 乙（乙が法人の場合にあっては、その経営幹部）

が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、

又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団若

しくは暴力団員を利用し、又は暴力団若しくは暴力

団員に便宜を供与したとき。 

⑺ この契約に関して、暴力団若しくは暴力団員であ

る者又は第 3 号から前号までに掲げる行為のいず

れかを行う者である事実を知りながら、これらの者

と物品の一部を請け負わせる契約、資材、原材料等

を購入する契約その他の契約を締結したとき。 

⑻ この契約に関して、暴力団若しくは暴力団員であ

る者又は第 3 号から第 6 号までに掲げる行為のい

ずれかを行う者である事実を知らずに、これらの者

を雇用し、又はこれらの者と物品の一部を請け負わ

せる契約、資材、原材料等を購入する契約その他の

契約を締結した場合であって、甲が乙に対して解雇

に係る手続き、契約の解除その他の適正な是正措置

を求め、乙がこれに速やかに従わなかったとき。 

２ 乙は、甲が前項各号に掲げる事由の有無を確認する

ため、役員名簿その他の資料の提出を求めたときは、

速やかに当該資料を提出しなければならない。 

３ 第 38 条第 2項及び第 3項の規定は、第１項の規定

により契約が解除された場合に準用する。 

４ 甲は、第 1 項第 8 号の規定により求めた是正措置

を乙が行ったことにより乙に損害が生じても、その損

害の賠償の責を負わないものとする。 

 

第 41 条 甲は、業務が完了するまでの間は、第 38 条

第 1項、第 39 条第 1項又は前条第 1 項の規定による

ほか、必要があるときは、この契約を解除することが

できる。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したことに

より乙に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しな

ければならない。 

 

（乙の解除権） 

第 42条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、

この契約を解除することができる。 

⑴ 第 18条の規定により仕様書等を変更したため委

託料が 3分の 2以上減少したとき。 

⑵ 第 19条の規定による業務の実施の中止期間が履

行期間の 3 分の 1（履行期間の 3 分の 1 が 4 月を

超えるときは、4 月）を超えたとき。ただし、中止

が業務の一部のみの場合は、その一部を除いた他の



部分の業務が完了した後 2 月を経過しても、なお

その中止が解除されないとき。 

⑶ 甲がこの契約に違反し、その違反によってこの契

約の履行が不可能となったとき。 

２ 乙は、前項の規定によりこの契約を解除した場合に

おいて、損害があるときは、その損害の賠償を甲に請

求することができる。 

 

（解除に伴う措置） 

第 43条 甲は、この契約が解除された場合においては、

業務の既済部分を検査の上、当該検査に合格した部分

に相応する委託料を乙に支払わなければならない。 

２ 前項の場合において、検査に直接要する費用は、乙

の負担とする。 

３ 第 1項の場合において、第 32条の規定による前金

払があったときは、当該前払金の額（第 33条の規定

による部分払をしているときは、その部分払において

償却した前払金の額を控除した額）を第 1 項の業務

の既済部分に相応する委託料から控除する。この場合

において、受領済みの前払金額になお余剰があるとき

は、乙は、解除が第 38 条、第 39条又は第 40条の規

定によるときにあっては、その余剰額に前払金の支払

の日から返還の日までの日数に応じ年、契約日におけ

る、遅延利息の率を乗じた額の利息を付した額を、解

除が第 41 条又は前条の規定によるときにあっては、

その余剰額を甲に返還しなければならない。 

４ 乙は、この契約が解除された場合において、支給材

料があるときは、第 1 項の業務の既済部分の検査に

合格した部分に使用されているものを除き、甲に返還

しなければならない。この場合において、当該支給材

料が乙の故意若しくは過失により滅失し、若しくはき

損したとき、又は業務の既済部分の検査に合格しなか

った部分に使用されているときは、代品を納め、若し

くは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害

を賠償しなければならない。 

５ 乙は、この契約が解除された場合において、貸与品

があるときは、当該貸与品を甲に返還しなければなら

ない。この場合において、当該貸与品が乙の故意又は

過失により滅失し、又はき損したときは、代品を納め、

若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその

損害を賠償しなければならない。 

６ 乙は、この契約が解除された場合において、履行場

所等に乙が所有又は管理する材料、機械器具その他の

物件（下請負者又は受任者の所有又は管理するこれら

の物件及び前 2 項の支給材料又は貸与品のうち甲に

返還しないものを含む。以下本条において同じ。）が

あるときは、乙は、当該物件を撤去するとともに、当

該履行場所を修復し、取り片付けて、甲に明け渡さな

ければならない。 

７ 前項の場合において、乙が正当な理由なく相当の期

間内に当該物件を撤去せず、又は履行場所等の修復若

しくは取片付けを行わないときは、甲は、乙に代わっ

て当該物件を処分し、履行場所等の修復若しくは取片

付けを行うことができる。この場合においては、乙は、

甲の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を

申し出ることができず、また、甲の処分又は修復若し

くは取片付けに要した費用を負担しなければならな

い。 

８ 第 4 項前段又は第 5 項前段に規定する乙のとるべ

き措置の期限、方法等については、この契約の解除が

第 38条、第 39条又は第 40条の規定によるときは甲

が定め、第 41条又は前条の規定によるときは乙が甲

の意見を聴いて定めるものとし、第 5 項後段、第 6項

後段及び第 7項に規定する乙のとるべき措置の期限、

方法等については、甲が乙の意見を聴いて定めるもの

とする。 

 

（賠償の予定） 

第 44条 乙は、甲が第 39 条第 1項又は第 40 条第 1 項

の各号のいずれかに該当する行為をしたと認めたと

きは、甲がこの契約を解除するか否かを問わず、賠償

金として、委託料の 10 分の 1に相当する額を甲に支

払わなければならない。この契約が終了した後も同様

とする。 

２ 前項の場合において、乙が第 39条第 1項又は第 40

条第 1 項の各号に規定する行為を行っていない旨の

誓約書を甲に提出しているときは、乙は、前項に規定

する委託料の 10 分の 1に相当する額のほか、賠償金

として、委託料の 10分の 1に相当する額を甲に支払

わなければならない。この契約が終了した後も同様と

する。 

３ 前 2 項の規定は、甲に生じた実際の損害額がこれ

らの項に規定する賠償金の額を超える場合において、

甲が当該損害額の超過分につき賠償を請求すること

を妨げるものではない。 

 

（賠償金等の徴収） 

第 45条 乙がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違

約金を甲の指定する期間内に支払わないときは、甲は、

その支払わない額に甲の指定する期間を経過した日

から委託料支払いの日まで、契約日における、遅延利

息の率で計算した利息を付した額と、甲の支払うべき

委託料とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、甲は、乙から遅延日数

につき、契約日における、遅延利息の率を乗じた額の

延滞金を徴収する。 

 

（契約保証金の返還） 

第 46条 甲は、乙がこの契約を履行したときは、契約

保証金を返還するものとする。ただし、第 36 条第 3



項に定める期間の満了までその全部又は一部の還付

を留保することができる。 

 

（相殺） 

第 47条 甲は、この契約に基づいて甲が負う債務をこ

の契約又は他の契約に基づいて乙が負う債務と相殺

することができる。 

 

（個人情報の保護） 

第 48条 乙は、この契約による事務を処理するための

個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取扱特

記事項」を遵守しなければならない。乙が業務の一部

を第三者に請け負わせ、又は委任した場合においては、

下請負者又は受任者に遵守させなければならない。 

 

（乙の法令上の責任） 

第 49条 乙は、業務の従事者に係る労働基準法（昭和

22 年法律第 49 号）、職業安定法（昭和 22 年法律第

141号）、最低賃金法（昭和 34年法律第 137号）、労

働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）及び雇用保

険法（昭和 49年法律第 116号）の規定その他による

労務に関する一切の責任を負わなければならない。 

 

（従事者の災害等） 

第 50条 乙は、業務の履行に関し生じた乙の業務の従

事者に係る災害等については、全責任を持って措置し、

甲は何ら責任を負わない。 

 

（契約外の事項） 

第 51条 この約款に定めのない事項については、鳥取

市契約規則（昭和 39 年鳥取市規則第 3号）の定める

ところによるほか、必要に応じて甲乙協議して定める。 

 

 

上記約款中、第４条、第１０条、第１１条、第１２条、

第１４条、第１５条、第１６条、第３８条第３項及び第

３９条第２項の一部、第４６条を削除する。 

 

 



別記 個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契

約による事務を処理するための個人情報の取扱いに

当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよ

う、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人

情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用

してはならない。この契約が終了し、又は解除された

後においても同様とする。 

（使用者への周知） 

第３ 乙は、その使用する者に対し、在職中及び退職後

においてもこの契約による事務に関して知り得た個

人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使

用してはならないことなど、個人情報の保護に関して

必要な事項を周知しなければならない。 

（適正な管理） 

第４ 乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏え

い、滅失、改ざん及び毀損の防止その他の個人情報の

適正な管理のために必要な措置を講じなければなら

ない。 

（収集の制限） 

第５ 乙は、この契約による事務を処理するために個人

情報を収集するときは、当該事務を処理するために必

要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなけ

ればならない。 

（目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第６ 乙は、委託業務を履行するにあたって知り得た情

報を、甲の書面による事前の承諾を得ることなく委託

業務を履行する目的以外の目的で利用し、又は第三者

に提供してはならない。 

（複製及び持ち出しの禁止） 

第７ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この

契約による事務を処理するために甲から貸与された

個人情報が記録された資料等を複製（複写を含む。）

し、又は甲の指定する場所以外に持ち出して使用して

はならない。 

（再委託の禁止） 

第８ 乙は、委託業務を遂行するために得た個人情報を

自ら取り扱うものとし、第三者（第三者が乙の子会社

（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第

３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。)

に取り扱わせてはならない。ただし、甲の書面による

事前の承諾を得た場合は、この限りではない。 

２ 乙は、前項ただし書の規定により個人情報を取り扱

う業務を第三者に委託(請負その他これに類する行為

を含む。以下「再委託」という。)する場合、当該再委

託を受ける者(以下「再委託先」という。)に対し、こ

の契約に基づく一切の義務を遵守させなければなら

ない。 

３ 乙は、再委託先の当該業務に関する行為及びその結

果について、乙と再委託先との契約(以下「再委託契

約」という。)の内容にかかわらず、甲に対して責任

を負うものとする。 

４ 乙は、第２項の再委託を行う場合、再委託契約にお

いて、再委託先が委託契約約款及び特記事項を遵守す

るために必要な事項その他甲が指示する事項を規定

するとともに、再委託契約先に対する必要かつ適切な

監督、個人情報に関する適正な取扱い及び管理につい

て、具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、第２項の再委託を行った場合、再委託先によ

る当該業務の履行を監督するとともに、甲の求めに応

じて、履行の状況を甲に対して適宜報告しなければな

らない。 

６ 乙は、再委託先に対し、甲の書面による事前の承諾

なくして、個人情報をさらなる委託(請負その他これ

に類する行為を含む。以下「再々委託」という。)によ

り第三者(以下「再々委託先」という。)に取り扱わせ

ることを禁止し、その旨を再委託先と約定しなければ

ならない。 

７ 第１項から前項までの規定は、前項の規定による甲

の承諾を得て個人情報を取り扱う業務を再々委託す

る場合について準用する。 

（資料等の返還等） 

第９ 乙は、この契約による事務を処理するために甲か

ら貸与され、又は乙が収集し、若しくは作成した個人

情報が記録された資料等について、この契約の終了後

直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、

甲が別に指示したときは、当該方法によるものとする。 

（報告及び検査） 

第１０ 甲は、必要があると認めるとき又はこの契約が

終了したときは、乙に対し、委託業務に係る個人情報

の取扱い及び管理の状況について報告を求め、又はそ

の検査をすることができる。 

２ 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し、委託

業務を行う場所及び個人情報を保管する施設その他

情報を取り扱う場所で検査することができる。 

３ 乙は、甲から前２項の指示があったときは、速やか

にこれに従わなければならない。 

（事故発生時における報告） 

第 11 乙は、個人情報の漏えい、滅失、毀損その他こ

の個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は

生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲

に報告し、甲の指示に従うものとする。この契約が終

了し、又は解除された後においても同様とする。 

（契約の解除及び損害賠償） 

第 12 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反し

ていると認めたときは、契約の解除及び損害賠償の請

求をすることができるものとする。 

 


